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日本農業は、就業人口の減少や農家の高齢化に歯止めがかかっていない。食料
安全保障の重要性が高まるなか、若い世代は農業をどうとらえているのか――。
大学生に実施したアンケートから、青山さんは農業にかかわりたいと考える若者
が多いと指摘する。

■ 食料安全保障への関心の高さ
大学で日々、学生たちと接していて、農や食への感度の高さを実感する。食

料、農業という名を冠する大学を選んで入学したということもあるが、講義後の
雑談やゼミ活動でも、「祖父母が営んでいる農業を継ぎたい」という孫ターン候
補者、「規格外農産物から食品を開発したい」など、すでに農や食の道に進むこ
とを決めている学生も少なくない。
そんな彼らに食料安全保障に対する考えを聞いてみた。ウクライナ紛争や円安

などを機に、注目を浴びることとなった単語だが、日常生活ではめったに使う
ことはなく、知らなくても不思議ではない。1年生を対象とする講義の中で「食
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料安全保障という言葉を聞いたことがあるか」「意味をどれほど知っているか」と
聞いた。すると、162名のうち77%にあたる124名が「知っている」と答え、
46％にあたる74名が「詳しく意味を知っている」または「ある程度意味を知って
いる」と答えた。予想をはるかに上回る数字だった。

■ 「国内生産」を重視する若者たち
講義では、政府が「国内生産」「備蓄」「輸入」を組み合わせて食料安全保障を確

保しようとしていること、有事のみならず、平時の食料安保の重要性が食料・農
業・農村基本法検証部会などで議論されている点などを説明した。平時の食料安
保の議論の背景にあるものとして、食品の相次ぐ値上げが、とりわけ貧困家庭に
とってしわ寄せとなっている点、食品の値上げに対し、農産物は価格転嫁しづら
く、農家によっては経営が悪化している点なども伝えた。
最後に、食料安保を確かなものにするために、学生自身が重要と考える要素を

いくつかの選択肢から2項目ずつ選んでもらった。その結果がグラフの通りであ
る。
食料安全保障の柱となっている「国内生産」「備蓄」「輸入」のなかで、学生たち

がもっとも重視している項目は「国内生産」の拡大であった。一方「輸入」の拡大
と答えた学生はごく少数で、対照的な結果となった。ウクライナ紛争など国際情
勢が予断を許さない状況下で、リスクのある輸入より、確実に国内生産を拡充
し、食料を確保すべきと考える学生が多いと思われる。国内生産を拡大するに
は、農業で生計が成り立つことが大前提となる。天候による収量や所得の変動リ
スク、安価な輸入農産物との価格是正などセーフティネットとしての「農家所得
補償」を挙げる学生も多かった。
3番目の「食品ロス削減」は、一見すると食料安保とのつながりを感じにくいか

もしれない。実は、本学の学生の多くは非農家出身者で、新潟県外の都市出身者
も少なからずいる。
おそらく、一消費者
として食品を無駄に
せず、使い切るとい
う生活態度が食料安
保につながると考え
たのだろう。また、
生活困窮者への食料
支援を重視する学生
も一定程度いた。
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資料／新潟食料農業大学の「農業・農村の暮らし」（2022年度）の受講生
162名を対象とした調査結果の一部

●食料安保での重点項目（1 6 2 名の受講生が 2 項目ずつ選択）



■ ＪＡの事業活動を知ってもらうために
食料安全保障というと、責任を果たすべきは政府、そして食料の作り手である

農業者や食品企業だと考えがちだが、学生たちはそうではなく、恩恵を受ける消
費者も当事者として、行動に移す姿勢を示している。この考え方には筆者を含
め、大人世代は学ぶ必要がある。小学生の頃からＳＤＧｓについて学び、限りあ
る資源を有効にいかす暮らしをごく当たり前にとらえているのだろう。
農学部を抱える他の大学と同じく、本学の学生も新卒での就農を志望する学生

は残念ながら少ない。しかし、「兼業でも農業を続けたい」「先祖の土地は守って
いく」と何かしら農業とのかかわりを持ち続けようとする学生は実に多い。底辺
にあるものは、持続可能な暮らしであり、農業なのだろう。
そうした学生たちは将来、ＪＡとかかわりを持つことが多分にあるだろう。た

だ、農村出身者を除けば、ＪＡがどんな組織なのか若い人に広く知られていな
い。幸い、本学では、ＪＡ関係者による講義や就活イベントへの参加など協力を
仰いでいるが、「農に関する事業をおこなう組織だと知っていたが、具体的な活
動内容は初めて聞いた」と打ち明ける学生もいる。ＪＡが地元の大学など教育機
関と、出前講義やインターンシップなどを通じ、連携を深めていくことができれ
ばと願う。多岐にわたるＪＡの事業活動を学生が把握するのは容易ではないが、
持続可能性という切り口から、ＪＡの活動が伝われば、学生の心には強く響き、
国内の農や食を応援する当事者意識がより高まることだろう。
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